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はじめに 

現行の地方公共団体の会計は、「現金主義・単式簿記」方式を採用しており、１年間に

どのような収入があり、その収入を何にいくら使ったのかを明らかにすることを目的とし

ているため、現金の動きが分かりやすいという特徴があります。その反面、建物や車両等

の資産や借入金等の負債といったストック情報や行政サービス提供のために発生したコス

ト情報を把握することができません。また、地方分権の進展に伴い、地方公共団体の行財

政運営については、住民に対する説明責任を果たすことがますます重要になるとともに、

厳しい経済状況のなか、健全な財政運営の推進を図るため、財政状況について、より積極

的に情報を提供することが求められています。 

このような背景から、「発生主義・複式簿記」による企業会計の手法が導入され、当組

合においても、分かりやすい財務情報の開示を目指し、平成２０年度決算から、平成１９

年１０月に公表された総務省「新地方公会計制度実務研究会報告書」の「総務省方式改訂

モデル」に基づき、貸借対照表・行政コスト計算書・純資産変動計算書・資金収支計算書

の財務書類４表を作成しています。 

また、総務省において、平成２６年４月に固定資産台帳の整備と複式簿記の導入を前提

とした財務書類の作成に関する「統一的な基準」が示され、平成２７年１月には、「統一

的な基準」による財務書類の作成手順や資産の評価方法、固定資産台帳の整備手順、事業

別・施設別のセグメント分析をはじめとする財務書類の活用方法等を示した「統一的な基

準による地方公会計マニュアル」が公表され、平成２９年度までに「統一的な基準」によ

る財務書類等を作成するよう、すべての地方公共団体に要請がなされたところです。 

これを受けて、当組合では、平成２８年度決算から「統一的な基準」による財務書類作

成に移行しました。引き続き、財務書類を財政構造の多角的な分析、市民への分かりやす

い情報開示、資産・債務の適正な管理に活用していきたいと考えています。 
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Ⅰ 財務書類の作成にあたって 

１ 作成上の基本的前提 

総務省の「統一的な基準による地方公会計マニュアル」（平成２７年１月公表）に基

づき、下記の基準により作成しています。 

(１) 作成する財務書類 

「統一的な基準」に基づき、貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書及び

資金収支計算書を作成します。 

(２) 対象会計範囲 

対象は、一般会計となっています。 

(３) 作成の基準日 

会計年度の最終日（３月３１日）を基準日とし、出納整理期間（４月１日から５月３１

日）における出納については、基準日までに終了したものとして処理しています。 

(４) 一年基準 

原則として、基準日の翌日（平成２８年４月１日）から１年以内に入出金されるものを

流動資産及び流動負債とし、それ以外のものを固定資産及び固定負債とする一年基準を採

用しています。 

(５) その他 

表示単位未満は四捨五入のため、内訳と合計が一致しないことがあります。 
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２ 財務書類の関係 

財務書類の関係は下図のとおりです。財務書類が相互に結びついていることが分かり

ます。 

財務書類の名称 説明 

貸借対照表 

住民サービスを提供するために保有している資産と、その資産

をどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを総括的に

対照表示した一覧表 

行政コスト計算書 

一会計年度の行政活動のうち、資産形成に結びつかないサービ

スに係る経費（例：ごみの処理）と、その対価として得られた

財源（使用料や手数料）を対比させた計算書 

純資産変動計算書 

貸借対照表の「純資産」に計上されている数値が、一会計年度

でどのように変動したかを表した計算書 

資金収支計算書 

一会計年度の資金の増減を、性質の異なる３つの区分（活動）

に分けて表した計算書 

（単位：千円） （単位：千円）

金　　額 金　　額 金　　　額

【資産の部】 【負債の部】 経常費用 503,212
固定資産 1,710,426 固定負債 597,890 業務費用 500,985
有形固定資産 1,478,529 流動負債 137,985 人件費 45,873
無形固定資産 - 735,874 物件費 442,151
投資その他の資産 231,896 【純資産の部】 その他の業務費用 12,962

固定資産等形成分 1,760,022 移転費用 2,226
流動資産 32,752 余剰分（不足分） △ 752,719 補助金等 2,028
現金預金 32,752 1,007,304 社会保障給付 -

1,743,178 1,743,178 他会計への繰出金 -

その他 199
経常収益 58,362
使用料及び手数料 13,499
その他 44,864

純経常行政コスト 444,850

臨時損失 -

（単位：千円） 臨時利益 -

金　　　額 純行政コスト 444,850

業務活動収支 149,541
投資活動収支 △ 19,353

財務活動収支 △ 132,734

本年度資金収支額 △ 2,546 （単位：千円）

前年度末資金残高 35,298

本年度末資金残高 32,752
合計

固定資産等形成分
余剰分

（不足分）

前年度末歳計外現金残高 - 前年度末純資産残高 940,101 1,772,820 △ 832,718
本年度歳計外現金増減額 - 純行政コスト（△） 444,850 444,850
本年度末歳計外現金残高 - 財源 512,052 512,052

本年度末現金預金残高 32,752 本年度差額 67,202 67,202

固定資産の変動（内部変動） △ 12,797 12,797
資産評価差額 - -
無償所管換等 - -
内部取引 - -
その他 - -
本年度純資産変動額 67,202 △ 12,797 80,000

本年度末純資産残高 1,007,304 1,760,022 △ 752,719

純資産変動計算書

科　　　　　　　　　目

貸借対照表

科　　　　　　目 科　　　　　　目

資産合計

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計

資金収支計算書

科　　　　　　　　　目

行政コスト計算書

科　　　　　　　　　目
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Ⅱ財務書類４表からわかること

（単位：千円）

金　　額 金　　額
【資産の部】 【負債の部】
固定資産 1,710,426 固定負債 597,890
有形固定資産 1,478,529 地方債 597,890
事業用資産 1,442,839 長期未払金 -
土地 317,611 退職手当引当金 -
立木竹 - 損失補償等引当金 -
建物 2,162,975 その他 -
建物減価償却累計額 △ 1,318,249 流動負債 137,985
工作物 899,452 １年内償還予定地方債 134,806
工作物減価償却累計額 △ 618,951 未払金 -
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 3,179
航空機 - 預り金 -
航空機減価償却累計額 - その他 -
その他 - 735,874
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 - 固定資産等形成分 1,760,022

インフラ資産 - 余剰分（不足分） △ 752,719
土地 -
建物 -
建物減価償却累計額 -
工作物 -
工作物減価償却累計額 -
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 -

物品 241,065
物品減価償却累計額 △ 205,374

無形固定資産 -
ソフトウェア -
その他 -

投資その他の資産 231,896
投資及び出資金 -
有価証券 -
出資金 -
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 -
長期貸付金 -
基金 231,896
減債基金 -
その他 231,896

その他 -
徴収不能引当金 -

流動資産 32,752
現金預金 32,752
未収金 -
短期貸付金 -
基金 -
財政調整基金 -
減債基金 -

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 - 1,007,304

1,743,178 1,743,178負債及び純資産合計

１貸借対照表
平成２９年　３月３１日現在

科　　　　　　目 科　　　　　　目

資産合計

負債合計

純資産合計
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（１）貸借対照表の増減

構成比
【資産の部】 1,808,118 1,743,178 100.0 △ 64,940 △ 3.7 16.0

　固定資産 1,772,820 1,710,426 98.1 △ 62,394 △ 3.6 15.7

有形固定資産 1,533,384 1,478,529 86.4 △ 54,855 △ 3.7 13.6

事業用資産 1,518,795 1,442,839 97.6 △ 75,957 △ 5.3 13.2

土地 317,611 317,611 22.0 0 0.0 2.9

立木竹 0 0 0.0 0 0.0 0.0

建物 2,162,975 2,162,975 149.9 0 0.0 19.9

建物減価償却累計額 △ 1,272,160 △ 1,318,249 △ 91.4 △ 46,089 3.5 △ 12.1

工作物 899,452 899,452 62.3 0 0.0 8.3

工作物減価償却累計額 △ 589,083 △ 618,951 △ 42.9 △ 29,868 4.8 △ 5.7

船舶 0 0 0.0 0 0.0 0.0

船舶減価償却累計額 0 0 0.0 0 0.0 0.0

浮標等 0 0 0.0 0 0.0 0.0

浮標等減価償却累計額 0 0 0.0 0 0.0 0.0

航空機 0 0 0.0 0 0.0 0.0

航空機減価償却累計額 0 0 0.0 0 0.0 0.0

その他 0 0 0.0 0 0.0 0.0

その他減価償却累計額 0 0 0.0 0 0.0 0.0

建設仮勘定 0 0 0.0 0 0.0 0.0

インフラ資産 0 0 0.0 0 0.0 0.0

土地 0 0 0.0 0 0.0 0.0

建物 0 0 0.0 0 0.0 0.0

建物減価償却累計額 0 0 0.0 0 0.0 0.0

工作物 0 0 0.0 0 0.0 0.0

工作物減価償却累計額 0 0 0.0 0 0.0 0.0

その他 0 0 0.0 0 0.0 0.0

その他減価償却累計額 0 0 0.0 0 0.0 0.0

建設仮勘定 0 0 0.0 0 0.0 0.0

物品 214,173 241,065 16.3 26,892 11.2 2.2

物品減価償却累計額 △ 199,584 △ 205,374 △ 13.9 △ 5,790 2.8 △ 1.9

無形固定資産 0 0 0.0 0 0.0 0.0

ソフトウェア 0 0 0.0 0 0.0 0.0

その他 0 0 0.0 0 0.0 0.0

投資その他の資産 239,435 231,896 13.6 △ 7,539 △ 3.3 2.1

投資及び出資金 0 0 0.0 0 0.0 0.0

有価証券 0 0 0.0 0 0.0 0.0

出資金 0 0 0.0 0 0.0 0.0

その他 0 0 0.0 0 0.0 0.0

投資損失引当金 0 0 0.0 0 0.0 0.0

長期延滞債権 0 0 0.0 0 0.0 0.0

長期貸付金 0 0 0.0 0 0.0 0.0

基金 239,435 231,896 100.0 △ 7,539 △ 3.3 2.1

減債基金 0 0 0.0 0 0.0 0.0

その他 239,435 231,896 100.0 △ 7,539 △ 3.3 2.1

その他 0 0 0.0 0 0.0 0.0

徴収不能引当金 0 0 0.0 0 0.0 0.0

流動資産 35,298 32,752 1.9 △ 2,546 △ 7.8 0.3

現金預金 35,298 32,752 100.0 △ 2,546 △ 7.8 0.3

未収金 0 0 0.0 0 0.0 0.0

短期貸付金 0 0 0.0 0 0.0 0.0

基金 0 0 0.0 0 0.0 0.0

財政調整基金 0 0 0.0 0 0.0 0.0

減債基金 0 0 0.0 0 0.0 0.0

棚卸資産 0 0 0.0 0 0.0 0.0

その他 0 0 0.0 0 0.0 0.0

徴収不能引当金 0 0 0.0 0 0.0 0.0

【負債の部】 868,017 735,874 42.2 △ 132,142 △ 18.0 6.8

固定負債 732,695 597,890 81.2 △ 134,806 △ 22.5 5.5

地方債 732,695 597,890 100.0 △ 134,806 △ 22.5 5.5

長期未払金 0 0 0.0 0 0.0 0.0

退職手当引当金 0 0 0.0 0 0.0 0.0

損失補償等引当金 0 0 0.0 0 0.0 0.0

その他 0 0 0.0 0 0.0 0.0

流動負債 135,321 137,985 18.8 2,663 1.9 1.3

１年内償還予定地方債 132,734 134,806 97.7 2,072 1.5 1.2

未払金 0 0 0.0 0 0.0 0.0

未払費用 0 0 0.0 0 0.0 0.0

前受金 0 0 0.0 0 0.0 0.0

前受収益 0 0 0.0 0 0.0 0.0

賞与等引当金 2,588 3,179 2.3 591 18.6 0.0

預り金 0 0 0.0 0 0.0 0.0

その他 0 0 0.0 0 0.0 0.0

【純資産の部】 940,101 1,007,304 57.8 67,202 6.7 9.2

固定資産等形成分 1,772,820 1,760,022 174.7 △ 12,797 △ 0.7 16.2

余剰分（不足分） △ 832,718 △ 752,719 △ 74.7 80,000 △ 10.6 △ 6.9

1,808,118 1,743,178 100.0 △ 64,940 △ 3.7 16.0

※平成２８年度（期首）は、統一的な基準により作成した開始貸借対照表の金額です。

※市民一人当たりの金額は、平成２８年度（Ｂ）を平成２９年３月３１日の住民基本台帳人口１０８，９１５人（下松市：５６，８４２人、光市５２，０７３人）で除したものです。

※構成比は一段上位の項目に対しての割合を表しています。

市民一人当たり※

負債及び純資産合計

科　　　　　　目
平成２８年度（期首）

Ａ
平成２８年度（期末）

Ｂ
増減

Ｃ＝Ｂ－Ａ
増減率
Ｃ／Ｂ
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（２）貸借対照表からわかること 

ア 資産 

資産総額は、期首と比較して６，４９４万円減の１７億４，３１８万円で、これは

市民一人当たりにすると約１万６千円になります。（住民基本台帳人口<H29.3.31 現

在> １０８，９１５人 ※構成市である下松市と光市の人口を合算した人数）資産

は、固定資産、流動資産の二つに分類され、資産全体の９８．１％を占める固定資産

が１７億１，０４３万円で、流動資産が３，２７５万円となっています。 

固定資産の内訳は、有形固定資産が１４億７，８５３万円で、ソフトウェアなどの

無形固定資産は０万円、出資金や基金などの投資その他の資産が２億３，１９０万円

となっています。 

有形固定資産を詳細に見ると、工場、倉庫などの事業用資産が１４億４，２８４万

円、道路、橋梁などのインフラ資産は０円、公用車などの物品が２億４，１０７万円

となっています。 

固定資産全体としては、大型重機（コンパクタ）の購入による増加があったもの

の、大型建設事業がなかったことなどから、有形固定資産の新規形成が減価償却費を

大きく下回ったため、期首と比較して６，２３９万円の減となりました。 

また、流動資産は、期首と比較して２５５万円の減となりました。 

イ 負債 

負債総額は、期首と比較して１億３，２１４万円減の７億３，５８７万円で、これ

は市民一人当たりにすると約７千円になります。 

負債は、固定負債と流動負債の二つに分類され、固定負債は５億９，７８９万円で

負債全体の８１．２％を占めています。 

固定負債は、該当する科目が地方債のみとなっており、未償還残高から１年内償還

予定地方債を除いたものを計上しています。固定負債は、地方債残高が減少したこと

などにより、期首と比較して１億３，４８１万円の減となりました。 

流動負債は、１億３，７９９万円で、１年内償還予定地方債が増加したことなどに

より、期首と比較して２６６万円の増となりました。 

ウ 純資産 

純資産総額は期首と比較して６，７２０万円増の１０億７３０万円で、これは市民

一人当たりにすると約９千円となります。     
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（単位：千円）
金　　　額

経常費用 503,212
業務費用 500,985
人件費 45,873

職員給与費 42,380
賞与等引当金繰入額 3,179
退職手当引当金繰入額 -
その他 314

物件費等 442,151
物件費 306,021
維持補修費 52,961
減価償却費 81,747
その他 1,423

その他の業務費用 12,962
支払利息 12,895
徴収不能引当金繰入額 -
その他 66

移転費用 2,226
補助金等 2,028
社会保障給付 -
他会計への繰出金 -
その他 199

経常収益 58,362
使用料及び手数料 13,499
その他 44,864

純経常行政コスト 444,850
臨時損失 -
災害復旧事業費 -
資産除売却損 -
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 -
資産売却益 -
その他 -

純行政コスト 444,850

２　行政コスト計算書
自　平成２８年　４月　１日
至　平成２９年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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(１) 行政コスト計算書からわかること 

ア 経常費用 

平成２８年度に行った資産形成に結びつかない行政サービスに係る経常費用は、総

額で５億３２１万円となっています。 

経常費用は、業務費用と移転費用に分類され、その内訳は、業務費用が５億９９万

円、移転費用が２２３万円となっています。 

業務費用は、職員給与費などの人件費、物件費や減価償却費などの物件費等、地方

債の支払利息などのその他の業務費用に分類され、その内訳は、人件費が４，５８７

万円、物件費等が４億４，２１５万円、その他の業務費用が１，２９６万円となって

います。 

移転費用は、補助金等が２０３万円、自動車重量税などのその他が２０万円となっ

ています。 

イ 経常収益 

資産形成に結びつかない行政サービスの直接の対価として毎会計年度経常的に発生

する経常収益は、５，８３６万円となっています。 

経常収益は、使用料及び手数料とその他に分類され、その内訳は使用料及び手数料

が１，３５０万円、諸収入などのその他が４，４８６万円となっています。 

ウ 純経常行政コスト 

経常収益から経常費用を差し引いた経常的な行政サービスに要した純経常行政コスト

は４億４，４８５万円となっています。 

エ 臨時損失 

災害復旧事業費や建物、物品の除却・売却に係る資産除売却損など、臨時的に発生し

た臨時損失はありません。 

オ 臨時利益 

土地の売却益など、臨時的に発生した臨時利益はありません。 

カ 純行政コスト 

純経常行政コストに臨時利益を加え、臨時損失を差し引いた純行政コストは４億４，

４８５万円となっています。この収支差額は、構成市である下松市、光市からの負担金

等で賄われています。 
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（単位：千円）

合計
固定資産等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 940,101 1,772,820 △ 832,718

純行政コスト（△） 444,850 444,850

財源 512,052 512,052

税収等 512,052 512,052

国県等補助金 - -

本年度差額 67,202 67,202

固定資産の変動（内部変動） △ 12,797 12,797

有形固定資産等の増加 76,489 △ 76,489

有形固定資産等の減少 △ 81,747 81,747

貸付金・基金等の増加 64,641 △ 64,641

貸付金・基金等の減少 △ 72,179 72,179

資産評価差額 - -

無償所管換等 - -

内部取引 - -

その他 - -

本年度純資産変動額 67,202 △ 12,797 80,000

一般財源等充当調整額 - -

本年度末純資産残高 1,007,304 1,760,022 △ 752,719

３　純資産変動計算書
自　平成２８年　４月　１日
至　平成２９年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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(１) 純資産変動計算書からわかること 

純資産の変動は、現在の世代と将来の世代との間での資産の負担割合を表してお

り、例えば、純資産の減少は、現在の世代が将来の世代にとっても利用可能であった

資産を消費して行政サービスを享受する一方で、将来の世代にその分の負担が先送り

されたことを意味します。逆に純資産の増加は、現在の世代が自らの負担によって将

来の世代も利用可能な資源を蓄積したことを意味するので、その分将来世代の負担は

軽減されたことになります。 

ア 純行政コスト 

純行政コストは、行政コスト計算書における純行政コストと同じものです。純資産変

動計算書では、地方税や地方交付税、地方譲与税などの税収等と国県等補助金で純行政

コストがどの程度賄われているかが分かります。本年度の純行政コストは４億４，４８

５万円で、その財源は、税収等（二市負担金）が５億１，２０５万円となっています。

財源から純行政コストを差し引いた本年度差額は、６，７２０万円のコスト残となって

います。 

イ 純資産変動の結果 

純行政コストが財源を下回ったことから、本組合の本年度の純資産は、前年度末に比

べて、６，７２０万円増加しました。なお、本年度末純資産残高は、貸借対照表の純資

産合計と一致します。 
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（単位：千円）
金　　　額

【業務活動収支】
業務支出 420,873
業務費用支出 418,647
人件費支出 45,281
物件費等支出 360,470
支払利息支出 12,895
その他の支出 -

移転費用支出 2,226
補助金等支出 2,028
社会保障給付支出 -
他会計への繰出支出 -
その他の支出 199

業務収入 570,414
税収等収入 512,052
国県等補助金収入 -
使用料及び手数料収入 13,499
その他の収入 44,864

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 149,541
【投資活動収支】

投資活動支出 91,533
公共施設等整備費支出 26,892
基金積立金支出 64,641
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -

投資活動収入 72,179
国県等補助金収入 -
基金取崩収入 72,179
貸付金元金回収収入 -
資産売却収入 -
その他の収入 -

投資活動収支 △ 19,353
【財務活動収支】

財務活動支出 132,734
地方債償還支出 132,734
その他の支出 -

財務活動収入 -
地方債発行収入 -
その他の収入 -

財務活動収支 △ 132,734
本年度資金収支額 △ 2,546
一般財源等充当調整額 -
前年度末資金残高 35,298
本年度末資金残高 32,752

前年度末歳計外現金残高 -
本年度歳計外現金増減額 -
本年度末歳計外現金残高 -
本年度末現金預金残高 32,752

４　資金収支計算書
自　平成２８年　４月　１日
至　平成２９年　３月３１日

科　　　　　　　　　目
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(１) 資金収支計算書からわかること 

ア 業務活動収支 

業務活動収支は,組合を運営していく上で、毎年度発生する収入、支出が計上されて

います。 

支出は、経常的な支出である業務支出と災害復旧事業費などの臨時支出に分類され、

業務支出は４億２，０８７万円、臨時支出は０万円となっています。業務支出は、人件

費や物件費等などの業務費用支出と、補助金等や社会保障給付などの移転費用支出に分

類され、業務費用支出は４億１，８６５万円、移転費用支出は２２３万円となっていま

す。 

収入は、税収等（二市負担金）、国県等補助金（業務支出の財源に充当したもの）、

使用料及び手数料収入などの経常的な収入である業務収入と、災害復旧事業に係る補助

金などの臨時収入に分類され、業務収入は５億７，０４１万円、臨時収入は０万円とな

っています。 

業務収入と臨時収入の合計から業務支出と臨時支出の合計を差し引いた業務活動収支

は、１億４，９５４万円の黒字となっています。 

イ 投資活動収支 

投資活動収支は、組合の資本形成活動に伴い、臨時・特別に発生する収入、支出が計

上されています。 

工場や倉庫など貸借対照表の有形固定資産形成のための公共施設等整備費や基金積立

金などの投資活動支出は、９，１５３万円となっています。国県等補助金（投資活動支

出に充当したもの）や基金取崩金などの投資活動収入は、７，２１８万円となっていま

す。投資活動収入から投資活動支出を差し引いた投資活動収支は、１，９３５万円の赤

字となっています。 

ウ 財務活動収支 

財務活動収支は、地方債の発行、元本償還などの組合の負債の管理に係る収入、支出

が計上されています。地方債の償還などの財務活動支出は１億，３，２７３万円となっ

ており、地方債の発行などの財務活動収入は、０万円となっています。財務活動収入か

ら財務活動支出を差し引いた財務活動収支は、１億３，２７３万円の赤字となっていま

す。財務活動収支のマイナス分は借入れる額より返済する額が上回っており、負債が減

少していることを意味しています。 

業務活動収支は黒字になっていますが、投資活動収支及び財務活動収支が赤字になっ

たことにより、本年度資金収支は２５５万円の赤字となっています。これにより、本年

度末資金残高は３，２７５万円となり、本年度末資金残高に本年度末歳計外現金残高を

加えた本年度末現金預金残高は、３，２７５万円となっています。 
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なお、本年度末現金預金残高は、貸借対照表の流動資産のうちの現金預金と一致しま

す。 
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Ⅲ 財務書類の分析 

将来世代に残る資産はどれくらいあるのか、行政サービスは効率的に提供されているか

など、資産形成度・世代間公平性・持続可能性（健全性）・効率性・弾力性・自律性の視

点から財務書類を活用し、分析しました。 

１ 財務書類を活用した指標 

(１) 資産形成度 

「将来世代に残る資産はどれくらいあるのか」という視点に基づくものです。 

ア 住民一人当たりの資産 

【計算式】資産÷住民基本台帳人口                    （単位：千円、人） 

 平成２８年度 

住民一人あたりの資産 16.5

資産 1,792,775

住民基本台帳人口 108,915

イ 歳入額対資産比率 

将来の世代も使用できる社会資本を形成するために何年分の歳入が充当されたかを示

し、資産形成の度合いを把握することができます。この指数が高いほど資産形成のため

に財源をより使用していることを示し、逆に低ければ人的サービスに重点を置いてきた

と言えます。 

当組合の資産は、１年間の収入の２．６年分に相当する額となっています。 

【計算式】資産÷歳入                          （単位：年、千円） 

 平成２８年度 

歳入額対資産比率 2.6

資産 1,792,775

歳入 677,892

※ 歳入は、資金収支計算書の収入の合計に前年度末資金残高を加えたものです。 

ウ 有形固定資産減価償却率（資産老朽化率） 

有形固定資産のうち、償却資産の取得価格等に対する減価償却累計額の割合を算出す

ることにより、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを全体とし

て把握することができます。 

当組合は有形固定資産の減価償却率が６３．９％となっています。 

【計算式】減価償却累計額÷{(有形固定資産-土地-建設仮勘定)+減価償却累計額}        

   （単位：％、千円） 
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 平成２８年度 

有形固定資産減価償却率 63.9

減価償却累計額 2,142,574

有形固定資産 1,528,126

 土地 317,611

 建設仮勘定 0

(２) 世代間公平性 

「将来世代と現在までの世代との負担の分担は適切か」という視点に基づくもので

す。 

ア 純資産比率 

資産のうち現在までの世代に負担されたものの割合を把握することができます。この

数値が高いほど資産形成が返済の必要のない資金で行われていることを意味していま

す。 

当組合は純資産比率が５９．０％となっています。 

【計算式】純資産÷資産                                       （単位：％、千円） 

 平成２８年度 

純資産比率 59.0

純資産 1,056,901

資産 1,792,775

イ 社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率） 

社会資本等について将来の償還等が必要な負債による形成割合を算出することによ

り、社会資本等形成に係る将来世代の負担の比重を把握することができます。 

当組合の将来世代負担比率は４７．９％となっています。地方債の返還はＨ３４年度

に終了する予定となっています。 

【計算式】地方債÷(有形固定資産+無形固定資産)                 （単位：％、千円） 

 平成２８年度 

社会資本形成の将来世代負担比率 47.9

地方債 732,696

有形固定資産 1,528,126

 無形固定資産 0

 (３) 持続可能性 

「財政に持続可能性があるか（どのくらい借金があるか）」という視点に基づくも

のです。 
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ア 住民一人当たりの負債 

【計算式】負債÷住民基本台帳人口                             （単位：千円、人） 

 平成２８年度 

住民一人当たりの負債 6.8

負債 735,874

住民基本台帳人口 108,915

イ 基礎的財政収支（プライマリーバランス） 

地方債発行収入及び財政調整基金取崩を除いた収入と、地方債元利償還額及び財政調

整基金積立を除いた支出のバランスを見るもので、この数値がプラスであれば、単年度

の税収などで現在の行政サービスが賄われているといえます。 

当組合は、基礎的財政収支が１３５，５４４千円とプラスの数字となっています。 

【計算式】(収入－ 地方債発行収入－ 財政調整基金取崩)－（ 支出－ 地方債償還支出－ 

支払利息支出－ 財政調整基金積立）                                 （単位：千円） 

 平成２８年度 

基礎的財政収支 135,544

収入 642,593

地方債発行収入 0

 財政調整基金取崩 72,179

 支出 645,140

 地方債償還支出 132,734

 支払利息支出 12,895

 財政調整基金積立 64,641

※収入、支出は各々資金収支計算書の収入、支出の合計です。 

※支払利息支出から、一時借入金利子を除いています。 

(４) 効率性 

「行政サービスは効率的に提供されているか」という視点に基づくものです。 

ア 住民一人当たりの行政コスト 

住民一人当たりの行政コストを算出することで、地方公共団体の行政活動の効率性を

把握することができます。 

【計算式】純行政コスト÷住民基本台帳人口                （単位：千円、人） 

 平成２８年度 

住民一人当たりの行政コスト 3.6

純行政コスト 395,253
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 住民基本台帳人口 108,915

イ 経常費用対有形固定資産比率 

どれだけの資産でどれだけの行政サービスを提供しているか（資産が効率的に活用さ

れているか）を把握することができます。 

当組合の経常費用対有形固定資産比率は２９．７％となっています。 

【計算式】経常費用÷有形固定資産                          （単位：％、千円） 

 平成２８年度 

経常費用対有形固定資産比率 29.7

経常費用 453,615

有形固定資産 1,528,126

(５) 弾力性 

「資産形成等を行う余裕はどのくらいあるか」という視点に基づくものです。 

ア 行政コスト対税収等比率 

当該年度の税収等のうち、どれだけが資産形成の伴わない行政コストに費消されたの

かを把握することができます。１００％に近づくほど資産形成の余裕度が低いといえ、

さらに１００％を上回ると、過去から蓄積した資産が取り崩されたことを表します。比

率が１００％を下回っている場合は、翌年度以降へ引き継ぐ資産が蓄積されたか、また

は翌年度以降の負担が軽減されたことを表します。 

当組合は、行政コスト対税収等比率が７７．２％と１００％を下回っているため、翌

年度へ引き継ぐ資産が蓄積されていることになります。 

【計算式】純行政コスト÷財源                                  （単位：％、千円） 

 平成２８年度 

行政コスト対税収等比率 77.2

 純行政コスト 395,253

財源 512,052

(６) 自律性 

「歳入はどれくらい税収等で賄われているか（受益者負担の水準はどうなっている

か）」という視点に基づくものです。 

ア 経常収益対経常費用比率 

行政コスト計算書の経常収益は、使用料・手数料など行政サービスに係る受益者負担

の金額であるので、これを経常費用と比較することにより受益者負担の割合を把握する

ことができます。 

当組合は経常収益対経常費用比率が１２．９％となっています。 
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【計算式】経常収益÷経常費用                                  （単位：％、千円） 

 平成２８年度 

経常収益対経常費用比率 12.9

 経常収益 58,362

経常費用 453,615
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Ⅳ 財務書類の説明 

１ 貸借対照表とは 

賃貸対照表は、住民サービスを提供するために保有している資産と、その資産をどの

ような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを総括的に対照表示した一覧表です。 

また、特定の時点（年度末）の財政状況について、左側に「資金の使途の内容」を表

し、右側に「資金の調達の内容」を表した対照表です。 

(１) 資産の部 

一会計年度を超えて、地方公共団体の経営資源として用いられると見込まれるもの

をいいます。資産は、固定資産と流動資産に分類されます。 

ア 固定資産 

(ア) 有形固定資産 

建物や土地などの資産をいいます。公共サービスに供されている資産でインフ

ラ資産以外の資産である事業用資産（例：工場、倉庫など）、社会基盤となる資

産であるインフラ資産（例：道路、橋など）、車両などの物品に分類されます。 

(イ) 無形固定資産 

ソフトウェアなどの資産をいいます。 

(ウ) 投資その他資産 

投資及び出資金（有価証券、出資金など）、投資損失引当金（出資等に係る損

失に備えるため計上）、長期延滞債権（収入未済額のうち１年を超えて回収され

ていないもの）、長期貸付金（地方自治法第２４０条第１項に規定する債権であ

る貸付金のうち、流動資産以外のもの）、基金（流動資産以外のもの）などをい

貸借対照表

(１)資産の部

ア 固定資産

イ 流動資産

(２)負債の部

ア 固定負債

イ 流動負債

(３)純資産の部

ア 固定資産等形成分

イ 余剰分（不足分）

資金の使途の内容 資金の調達の内容
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います。 

イ 流動資産 

現金預金、未収金（税金や使用料などの未収金）、短期貸付金（貸付金のうち、翌

年度に償還期限が到来するもの）、基金（財政調整基金、減債基金）などをいいま

す。 

(２) 負債の部 

資産形成の財源として調達した資金のうち、将来返済しなければならないものをい

います。負債は、固定負債と流動負債に分類されます。 

ア 固定負債 

地方債（年度末の市債残高のうち、償還予定が１年超のもの）、長期未払金（債務

負担行為のうち既に確定した債務とみなされるもので、流動負債以外のもの）、退職

手当引当金（年度末に全ての職員が自己都合退職した場合の退職手当支給見込額）な

どをいいます。 

イ 流動負債 

１年内償還予定地方債（年度末の市債残高のうち、償還予定が１年以内のもの）、

賞与等引当金（翌年度６月に支給される期末・勤勉手当のうち、当年度中の４ヶ月分

に相当する額）などをいいます。 

(３) 純資産の部 

資産形成の財源として調達した資金のうち、将来返済を要しないものをいいます。

固定資産等形成分と余剰分（不足分）に分類されます。 

ア 固定資産等形成分 

以下の計算式で求められます。 

固定資産等形成分＝固定資産＋短期貸付金＋基金等 

イ 余剰分（不足分） 

以下の計算式で求められます。 

余剰分（不足分）＝純資産合計－固定資産等形成分 
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２ 行政コスト計算書とは 

行政コスト計算書は、民間企業の損益計算書にあたるもので、１年間の行政活動のう

ち、福祉サービスやごみの収集といった資産形成に結びつかないサービス（当組合で

は、ごみ処理手数料が該当）に係る経費に要したコストを表したものです。さらにその

行政サービスの提供に対する直接の対価である使用料や手数料といった受益者負担がど

の程度あったかを把握することができます。 

(１) 経常費用 

経常費用は費用のうち、毎会計年度、経常的に発生するものをいいます。経常費用

は、業務費用と移転費用に分類されます。 

ア 業務費用 

・人件費 

人件費は、職員給与費（職員等に対して勤労の対価や報酬として支払われる費

用）、賞与等引当金繰入額（賞与引当金の当該年度発生額）、退職手当引当金繰入

額（退職手当引当金の当該年度発生額）、その他（議員報酬など）をいいます。 

・物件費等 

物件費（職員旅費、委託料、消耗品など）、維持補修費（修繕料など）、減価償

却費（一定の耐用年数に基づき算出された資産価値の減少額）などをいいます。 

・その他の業務費用 

支払利息（地方債償還の利子など）、徴収不能引当金繰入額などをいいます。 

イ 移転費用 

住民への補助金、生活保護や医療費の助成などの社会保障給付、特別会計への繰出

金などをいいます。 

(２) 経常収益 

行政サービスの対価となる使用料及び手数料、諸収入などをいいます。 

(３) 純経常行政コスト 

経常収益から経常費用を差し引いたもので、経常的な行政サービスに要したコスト

をいいます。 

(４) 臨時損失 

災害復旧に要する経費や資産の除却・売却により生じた損失など臨時に発生した費

用をいいます。 

(５) 臨時利益 

資産の売却により生じた利益などの臨時に発生した収益をいいます。 

(６) 純行政コスト 

純経常行政コストに臨時利益を加え、臨時損失を差し引いたもので、地方税や地方

交付税、国県からの補助金などで賄うべきコストをいいます。 
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３ 純資産変動計算書とは 

貸借対照表の「純資産」に計上されている数値が、１年間でどのように変動したかを

表している計算書です。純資産は現在までの世代が負担してきた部分であるため、１年

間における現在までの世代が負担してきた部分の変動を表します。 

各項目の説明は以下のとおりです。 

(１) 純行政コスト 

行政コスト計算書における純行政コストの金額をいいます。 

(２) 財源 

ア 税収等 

地方税、地方交付税、地方譲与税などをいいます。 

イ 国県等補助金 

国庫支出金、都道府県支出金などをいいます。 

(３) 固定資産の変動（内部変動） 

有形固定資産等の増加、有形固定資産等の減少、貸付金・基金等の増加、貸付金・

基金等の減少の四つに分類され、固定資産の変動を表します。 

(４) 資産評価差額 

その他有価証券等の評価差額をいいます。 

(５) 無償所管換等 

無償で譲渡又は取得した固定資産の評価額等をいいます。 

(６) その他 

純資産変動計算書に係る過年度の修正等をいいます。 

(７) 本年度純資産変動額 

年度末における純資産の変動額をいいます。 
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４ 資金収支計算書とは 

１年間の資金の増減を、性質の異なる３つの区分（活動）に分けて表示した計算書で

す。 

(１) 業務活動収支

ア 業務支出 

・業務費用支出 

人件費、物件費等、支払利息などをいいます。 

・移転費用支出 

補助金等、社会保障給付に係る経費、他会計への繰出金などをいいます。 

イ 業務収入 

税収等、国県等補助金、使用料及び手数料などをいいます。 

ウ 臨時支出 

災害復旧事業費などをいいます。 

エ 臨時収入 

臨時にあった収入をいいます。 

(２) 投資活動収支 

ア 投資活動支出 

公共施設等整備費、基金積立金、投資及び出資金、貸付金などをいいます。 

イ 投資活動収入 

国県等補助金、基金取崩金、貸付金元金回収、資産売却などをいいます。 

(３) 財務活動収支 

ア 財務活動支出 

地方債の償還などをいいます。 

イ 財務活動収入 

地方債の借入などをいいます。 

(４) 本年度末現金預金残高 

年度末における歳計現金（地方公共団体の歳入・歳出に係る現金）と歳計外現金

（職員の源泉所得税などの地方公共団体の所有に属さない現金）の合計残高をいいま

す。 

-22-



Ⅴ 　資料

（単位：千円）

前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)
本年度償却額

（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)

（G)

事業用資産 3,380,038 49,597 - 3,429,635 1,937,199 75,957 1,492,435

土地 317,611 - - 317,611 - - 317,611

立木竹 - - - - - - -

建物 2,162,975 49,597 - 2,212,571 1,318,249 46,089 894,323

工作物 899,452 - - 899,452 618,951 29,868 280,501

船舶 - - - - - - -

浮標等 - - - - - - -

航空機 - - - - - - -

その他 - - - - - - -

建設仮勘定 - - - - - - -

インフラ資産 - - - - - - -

土地 - - - - - - -

建物 - - - - - - -

工作物 - - - - - - -

その他 - - - - - - -

建設仮勘定 - - - - - - -

物品 214,173 26,892 - 241,065 205,374 5,790 35,691

3,594,211 76,489 - 3,670,700 2,142,574 81,747 1,528,126

１　有形固定資産の明細
平成２９年　３月３１日現在

区　　　　　　　　分

合計

-23-


